


 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回公表された想定結果は、最悪のシナリオを重ね合わせて想定されたもの

でありますが、今回の想定に対応した国の防災・減災対策の考え方などが明確

に示されていないことから、数値だけが先行し、地域が緊急かつ集中的に進め

ている防災・減災の取組にブレーキをかけることにつながりかねません。 

今回の推計結果に関するわかりやすい説明と適切な情報の発信がなされた

うえで、今後も引き続き、国と地域が一丸となって、今後必ず発生する東海・

東南海・南海地震に対する防災・減災対策を、より一層強力に推進していく必

要があります。 

 

【本県の取組と課題】 

三重県では、国から被害想定等の出されるまでの間、県としてできることを

迅速に対応すべきとの強い危機感から、全国に先駆け、昨年１０月に、県独自

の津波浸水予測を実施するとともに、「緊急地震対策行動計画」を策定し、市

町などと連携し、緊急かつ集中的に取り組むべき対策を推し進めているところ

です。 

本年度中には、国の新たな地震対策の方針を踏まえ、これまでの取組に加え、

帰宅困難者対策などのソフト事業や地震に強いまちづくりなどの社会基盤整

備などの事業を含めた中期的な総合対策として「新地震対策行動計画（仮称）」

を策定する予定です。 

しかし、このような取組を推進していくには、南海トラフを震源とする超巨

大地震の発生を視野に入れ、新たな地震対策措置法の制定をはじめ、地域と共

有できる被害想定、現在個別に策定されている地震対策大綱・応急対策活動要

領の見直しなどが早期に検討されることが必要となっています。 
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本県においても、平成２７年度までに住宅の耐震化率を９０％に引き上げるこ

とを目標に、住宅の耐震化の促進に取り組んでいます。 

なお、本県における昭和５５年以前に建てられた木造住宅数は、１７万５千戸

と、全住宅数の２５．５％（平成２３年度末）との状況にありますが、防災に関す

る意識調査では、耐震改修工事をしない理由として、約 7 割の方が「多額な費

用がかかるから」と回答しており、所有者の経済的負担の軽減が必要です。 

 

【本県の取組と課題】 

 大規模地震に備えた地震・防災対策は、本県においても最重要課題であり、

「備えるとともに、まず逃げる」ための対策の一つとして、災害に備える基盤

施設の整備等に重点的に取り組むこととしています。 

  また、平成２４年３月に内閣府が、「南海トラフの巨大地震による震度分布・

津波高について」を発表され、今後も順次、被害想定等を公表する予定にあり

ますが、それぞれの地域において、必要な基盤整備等の地震・防災対策を進め

るうえでは、国としても最重要課題に位置づけ、その対策予算を増額するとと

もに、補助率の嵩上げ、地方財政措置の充実や対象地域への予算の重点的な配

分などの支援を強化することが必要です。 

 

 本県では、海岸堤防について機能低下箇所の補強対策を効率的、効果的に

行うため、老朽化調査の結果をもとに、空洞がある箇所や広範囲に及ぶひび

割れ等がある箇所で、緊急に対策が必要な２００箇所を選定し、平成２４年度か

ら４年間で取組を行うこととしています。 

また、河川施設について、河口部や下流域の津波浸水想定区域内にある堤

防等の脆弱箇所に関する調査結果をもとに、補強等を行うこととしています。 

これらの対策を進めるためには、緊急対応として行う堤防の補強等につい

て交付金の対象事業とするなど国の支援が必要です。 

 

 本県では、木造住宅の耐震対策の必要性について、相談会の開催、団地等の

戸別訪問の実施、イベント等の機会の活用など、各種の方策を用いて普及啓発

を行うほか、木造住宅の無料耐震診断や耐震補強工事補助に加え、平成２１年

度からは耐震補強設計補助・簡易補強工事補助の制度拡充をはかり、また、平

成２３年度からは、国が平成２２年度に実施した上乗せ補助を県として継続する

など、積極的に耐震化の促進に取り組んでいます。 

しかしながら、地方のみでの制度の継続には限界があり、住宅・建築物の耐

震化のさらなる促進のためには、平成２４年度までの時限措置である所得要件

緩和措置の延長、耐震補強補助金の加算措置の復活、除却補助の新設が必要で

す。 
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＜プロジェクト事例＞ 

１００％自然エネルギー（デンマーク・サムソ島） 

デンマークのサムソ島は、人口４，３００人、面積１１４km2の小さな島で、主 

な産業は農業と観光でした。 

エネルギー自給率は、かつては４％でしたが、１９９８年から１０年かけて、 

自然エネルギー１００％の島になり、今では自然エネルギーが主な産業のひと

つになっています。 

島の企業、農業協同組合や自治体などが関わって、自然エネルギーを開 

発し、島民たちが出資しています。風力発電所は、陸上に１１基、洋上に１０ 

基が設置され、島民が所有しています。余剰の電気は売って、島民の収益 

になります。 

また、バイオマス（麦わら）をボイラーで温熱にも利用しており、 

２，０００軒以上の家がこの温熱を給湯や冷暖房に利用しています。 

この島はラムサール条約に登録されている野鳥の楽園ですが、住民の話 

合いで風力発電とうまく共存しています。 

このように、地域の人々がエネルギーを所有し管理する「地域オーナー 

シップ」は自然エネルギーを地域で普及させるのに欠かせません。 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

 

 

 

 

 

 

                                                 

 

 

 

（図、写真は認定ＮＰＯ法人環境エネルギー政策研究所 資料より引用） 

 

 

 

バイオマス熱供給  

太陽光発電 

 

陸上風力  

洋上風力 
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 一 財 状況（平 ４年度当初予算             

 Ｈ２３ Ｈ２４ 増 減 

県税等（県税＋地方消費税清算金） ２，４０１億円 ２，４１５億円 ＋0.6％ 

地方交付税 １，３６８億円 １，３８８億円 ＋1.5％ 

臨時財政対策債 ６３３億円 ６２０億円 △2.1％ 

その他（地方譲与税＋地方特例交付金＋ 

交通安全対策特別交付金） 
２９０億円 ２８８億円 △0.7％ 

地方一般財源 計 ４，６９２億円 ４，７１１億円 ＋0.4％ 

※ 平成２３年度は６月補正後予算 

 

 本 のこ ま の定員 推             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 業務移管に伴う、教育委員会等から知事部局への定数移管等は反映していない。  

   国においては、Ｈ１３年からＨ２２年で３％の削減（一般行政 非現業）にとどまって

いる。 

 

○ 与 況 

 削減内容 

知事 給料月額３０％、期末手当５０％ 

副知事 給料月額１５％ 

教育長、企業庁長、病院事業庁長、

代表監査委員 
給料月額１０％ 

部長級 給料月額１０％ 

次長級、課長級、校長、教頭、事

務長 
給料月額８％ 

一般職 給料月額３％ 

 

 

 

 

 

 

 H19 H20 H21 H22 H23 ５年間 

増減累計 

 参考 

10年間累計 

数 ％  数 ％ 

一般行政 4,685 4,582 4,482 4,408 4,491 ▲194 ▲4.1   ▲493 ▲9.9 

教育 15,325 15,076 14,900 14,689 14,621 ▲704 ▲4.6  ▲1,324 ▲8.3 

警察 3,338 3,393 3,403 3,399 3,406 68 2.0  338 11.0 

公営企業 1,382 1,390 1,389 1,401 1,313 ▲69 ▲5.0  ▲133 ▲9.2 

総合計 24,730 24,441 24,174 23,897 23,831 ▲899 ▲3.6  ▲1,612 ▲6.3 
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